
 

Ⅲ 調査結果の概要 事業所向け調査

１ 居宅介護支援事業所調査

（１）ケアマネジャー業務を行う上で必要な情報

ケアマネジャー業務を行う上で必要とする情報をみると、「地域のインフォーマルサービスの情報」

（ ％）、「介護保険制度・介護報酬等に関する情報」（ ％）、「介護保険以外の保健・福祉サービ

スに関する情報」（ ％）がいずれも７割となっている。

問１３　業務遂行に必要な情報（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=620

地域のインフォーマルサービス
の情報

介護保険制度・介護報酬等に関
する情報

介護保険以外の保健・福祉サー
ビスに関する情報

地域の医療機関等に関する情
報

ケアマネジメント技術に関する情
報

認知症ケアに関する情報

具体ケースのケアマネジメント
事例

ケアマネジャーを対象とした研
修・講座等に関する情報

多職種連携に関する情報

サービス提供事業所に関する情
報

地域ケア会議に関する情報

事業者連絡会等に関する情報

定員の空き状況、空室・空床に
関する情報

介護予防に関する情報

情報提供・相談等の窓口

その他

無回答

－ 95 －



 

問 ケアマネジャー業務を行う上で必要な情報（複数回答）

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ

地域のイ

ンフォーマ

ルサービ

スの情報

介護保険

制度・介護

報酬等に

関する情

報

介護保険以

外の保健・

福祉サービ

スに関する

情報

地域の医

療機関等

に関する

情報

ケアマネ

ジメント技

術に関す

る情報

認知症ケ

アに関す

る情報

具体ケー

スのケア

マネジメン

ト事例

ケアマネジ

ャーを対象

とした研修・

講座等に関

する情報

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・福祉サービス

協会

社会福祉法人（社協・福祉サー

ビス協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法人（社会福祉

法人・医療法人以外）

生協・農協等

株式会社・有限会社等（営利法

人）

ＮＰＯ法人

その他

無回答

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ

多職種連

携に関す

る情報

サービス

提供事業

所に関す

る情報

地域ケア

会議に関

する情報

事業者連

絡会等に

関する情

報

定員の空

き状況、

空室・空

床に関す

る情報

介護予

防に関

する情

報

情報提

供・相

談等の

窓口

その他 無回答

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・福祉

サービス協会

社会福祉法人（社協・福

祉サービス協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法人（社

会福祉法人・医療法人

以外）

生協・農協等

株式会社・有限会社等

（営利法人）

ＮＰＯ法人

その他

無回答

 

（２）定期巡回・随時対応型訪問介護看護への対応

定期巡回・随時対応型訪問介護看護への対応については、「サービス内容を概ね理解しているが、特

に紹介等はしていない」が約４割（ ％）、「サービス内容を概ね理解しており、適している利用者が

いれば積極的に紹介している」が３割（ ％）となっている。

問１５　定期巡回・随時対応型訪問介護看護についての対応

適している利
用者がいれば
積極的に紹介
している

内容は理解し
ているが、特
に紹介等はし
ていない

分からない点
もあるが、適
する利用者は
紹介している

よく分からない
ので、特別な
対応はしてい
ない

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

社会福祉協議会・福祉サービス
協会

社会福祉法人（社協・福祉サー
ビス協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法人（社会福祉
法人・医療法人以外）

生協・農協等

株式会社・有限会社等（営利法
人）

ＮＰＯ法人

その他

無回答

ｻﾝﾌﾟﾙ数

－ 96 － － 97 －



 

問 ケアマネジャー業務を行う上で必要な情報（複数回答）

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ

地域のイ

ンフォーマ

ルサービ

スの情報

介護保険

制度・介護

報酬等に

関する情

報

介護保険以

外の保健・

福祉サービ

スに関する

情報

地域の医

療機関等

に関する

情報

ケアマネ

ジメント技

術に関す

る情報

認知症ケ

アに関す

る情報

具体ケー

スのケア

マネジメン

ト事例

ケアマネジ

ャーを対象

とした研修・

講座等に関

する情報

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・福祉サービス

協会

社会福祉法人（社協・福祉サー

ビス協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法人（社会福祉

法人・医療法人以外）

生協・農協等

株式会社・有限会社等（営利法

人）

ＮＰＯ法人

その他

無回答

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ

多職種連

携に関す

る情報

サービス

提供事業

所に関す

る情報

地域ケア

会議に関

する情報

事業者連

絡会等に

関する情

報

定員の空

き状況、

空室・空

床に関す

る情報

介護予

防に関

する情

報

情報提

供・相

談等の

窓口

その他 無回答

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・福祉

サービス協会

社会福祉法人（社協・福

祉サービス協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法人（社

会福祉法人・医療法人

以外）

生協・農協等

株式会社・有限会社等

（営利法人）

ＮＰＯ法人

その他

無回答

 

（２）定期巡回・随時対応型訪問介護看護への対応

定期巡回・随時対応型訪問介護看護への対応については、「サービス内容を概ね理解しているが、特

に紹介等はしていない」が約４割（ ％）、「サービス内容を概ね理解しており、適している利用者が

いれば積極的に紹介している」が３割（ ％）となっている。

問１５　定期巡回・随時対応型訪問介護看護についての対応

適している利
用者がいれば
積極的に紹介
している

内容は理解し
ているが、特
に紹介等はし
ていない

分からない点
もあるが、適
する利用者は
紹介している

よく分からない
ので、特別な
対応はしてい
ない

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

社会福祉協議会・福祉サービス
協会

社会福祉法人（社協・福祉サー
ビス協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法人（社会福祉
法人・医療法人以外）

生協・農協等

株式会社・有限会社等（営利法
人）

ＮＰＯ法人

その他

無回答

ｻﾝﾌﾟﾙ数

－ 96 － － 97 －



 

２ 在宅サービス事業所調査

（１）事業を運営する上での課題

在宅サービス事業所における、事業運営上の課題をみると、「スタッフの確保」が ％と最も多く、

次いで「新規利用者の獲得が困難」が ％、「スタッフの人材育成」が ％となっている。

問６　事業を運営する上での課題（○は３つまで）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=1,402

スタッフの確保

新規利用者の獲得が困難

スタッフの人材育成

介護報酬が低い

責任者など中堅人材の確保・育
成

他のサービス事業所との競合が
激しい

設備・スタッフ等不足で利用者
のニーズに応えられない

ケアマネジャーなど他事業所・
他職種との連携

利用者のサービス利用の継続

医療機関との連携

利用者等が介護保険制度やサ
ービスを理解していない

訪問や送迎が非効率（エリアが
広い等）

利用者１人あたりの利用量が少
ない

スタッフが短期間で離職してし
まう

他のサービス事業所との連携

利用者の身体状況の把握が難
しい

利用者からの苦情や事故への
対応

その他

特に課題はない

無回答

 

問６ 事業を運営するうえでの課題（複数回答）

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ
スタッフ

の確保

新規利

用者の

獲得が

困難

スタッフ

の人材

育成

介護報

酬が低

い

責任者

など中

堅人材

の確保・

育成

他のサ

ービス

事業所

との競

合が激

しい

設備・スタ

ッフ等不足

で利用者

のニーズ

に応えられ

ない

ケアマ

ネジャ

ーなど

他事業

所・他

職種と

の連携

利用者

のサー

ビス利

用の継

続

医療機

関との

連携

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス協

会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

－ 98 － － 99 －



 

２ 在宅サービス事業所調査

（１）事業を運営する上での課題（居宅介護支援以外の居宅サービス）

在宅サービス事業所における、事業運営上の課題をみると、「スタッフの確保」が ％と最も多く、

次いで「新規利用者の獲得が困難」が ％、「スタッフの人材育成」が ％となっている。

問６　事業を運営する上での課題（○は３つまで）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=1,402

スタッフの確保

新規利用者の獲得が困難

スタッフの人材育成

介護報酬が低い

責任者など中堅人材の確保・育
成

他のサービス事業所との競合が
激しい

設備・スタッフ等不足で利用者
のニーズに応えられない

ケアマネジャーなど他事業所・
他職種との連携

利用者のサービス利用の継続

医療機関との連携

利用者等が介護保険制度やサ
ービスを理解していない

訪問や送迎が非効率（エリアが
広い等）

利用者１人あたりの利用量が少
ない

スタッフが短期間で離職してし
まう

他のサービス事業所との連携

利用者の身体状況の把握が難
しい

利用者からの苦情や事故への
対応

その他

特に課題はない

無回答

 

問６ 事業を運営するうえでの課題（複数回答）

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ
スタッフ

の確保

新規利

用者の

獲得が

困難

スタッフ

の人材

育成

介護報

酬が低

い

責任者

など中

堅人材

の確保・

育成

他のサ

ービス

事業所

との競

合が激

しい

設備・スタ

ッフ等不足

で利用者

のニーズ

に応えられ

ない

ケアマ

ネジャ

ーなど

他事業

所・他

職種と

の連携

利用者

のサー

ビス利

用の継

続

医療機

関との

連携

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス協

会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

－ 98 － － 99 －



 

問６ 事業を運営するうえでの課題（複数回答）～つづき～

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ

利用者

等が介

護保険

制度や

サービス

を理解し

ていない

訪問や

送迎が

非効率

（エリア

が広い

等）

利用者１

人あたり

の利用

量が少

ない

スタッフ

が短期

間で離

職してし

まう

他のサ

ービス事

業所との

連携

利用者

の身体

状況の

把握が

難しい

利用者

からの苦

情や事

故への

対応

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

無
回
答

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス

協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除

く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

 

（２）介護保険以外のサービスで、今後充足が必要だと思うサービス

介護保険以外のサービスで、今後充足が必要だと思うサービスについては、「見守り・安否確認」が

％で最も多く、次いで「通院時等の付き添い」が ％、「話し相手」が ％の順となっている。

【介護保険以外のサービスで、今後充足が必要だと思うサービス

「その他」の主な意見】

○ショートステイ、ショートステイ利用時の付添

○外出介助

○リハビリ（訪問含む）、マッサージ

○地域での見守り活動

○金融機関での手続き代行（振込み、公共料金支払い等）

○金銭管理

○介護タクシー（通院時の送迎等）

○訪問によるツメのケア

○日中独居の方の服薬介助（内服の重複、飲み忘れの確認含）

○介護している家族へのケア

○終末期ケア、看取りケア

○趣味に付き合ってくれる人

○介護付きアパート

○交流や情報交換の場としての認知症カフェ

○ペットの世話

○一人暮らし高齢者への総合的な支援

○単身者の権利擁護（成年後見申請支援等）

○要支援の方々が過ごす事が出来る場所作り

問１５　介護保 険以外で充足が必要だと思うサービス（複数回 答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=1,402

見守り・安否確 認

通院時 等の付き添い

話し相手

通院時 等の送迎

買い物代行 ・同行

ごみ出し

配食サービス

食材等 の宅配

掃除・洗濯

訪問での理美容

移動販 売

その他

充足が必要なサービスは ない

無回答

－ 100 － － 101 －



 

問６ 事業を運営するうえでの課題（複数回答）～つづき～

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ

利用者

等が介

護保険

制度や

サービス

を理解し

ていない

訪問や

送迎が

非効率

（エリア

が広い

等）

利用者１

人あたり

の利用

量が少

ない

スタッフ

が短期

間で離

職してし

まう

他のサ

ービス事

業所との

連携

利用者

の身体

状況の

把握が

難しい

利用者

からの苦

情や事

故への

対応

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

無
回
答

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス

協会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除

く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

 

（２）介護保険以外のサービスで、今後充足が必要だと思うサービス

介護保険以外のサービスで、今後充足が必要だと思うサービスについては、「見守り・安否確認」が

％で最も多く、次いで「通院時等の付き添い」が ％、「話し相手」が ％の順となっている。

【介護保険以外のサービスで、今後充足が必要だと思うサービス

「その他」の主な意見】

○ショートステイ、ショートステイ利用時の付添

○外出介助

○リハビリ（訪問含む）、マッサージ

○地域での見守り活動

○金融機関での手続き代行（振込み、公共料金支払い等）

○金銭管理

○介護タクシー（通院時の送迎等）

○訪問によるツメのケア

○日中独居の方の服薬介助（内服の重複、飲み忘れの確認含）

○介護している家族へのケア

○終末期ケア、看取りケア

○趣味に付き合ってくれる人

○介護付きアパート

○交流や情報交換の場としての認知症カフェ

○ペットの世話

○一人暮らし高齢者への総合的な支援

○単身者の権利擁護（成年後見申請支援等）

○要支援の方々が過ごす事が出来る場所作り

問１５　介護保 険以外で充足が必要だと思うサービス（複数回 答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=1,402

見守り・安否確 認

通院時 等の付き添い

話し相手

通院時 等の送迎

買い物代行 ・同行

ごみ出し

配食サービス

食材等 の宅配

掃除・洗濯

訪問での理美容

移動販 売

その他

充足が必要なサービスは ない

無回答

－ 100 － － 101 －



 

問 介護保険以外で充足が必要だと思うサービス（複数回答）

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ
見守り・安

否確認

通院時等

の付き添い
話し相手

通院時等

の送迎

買い物代

行・同行
ごみ出し

配食サー

ビス

食材等の

宅配

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス協

会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除

く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ 掃除・洗濯
訪問での

理美容
移動販売 その他

充足が必

要なサービ

スはない

無回答

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス協

会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除

く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

 

３ 介護サービス事業所（居住系）調査

（１）入居者への医療処置対応の状況

居住系介護サービス事業所における、入居者への医療処置対応の状況については、「入居時から対応

が可能なもののみ行っている」が ％で最も多く、次いで「入居時は行っていないが、必要になった

場合は対応が可能なもののみ対応している」が ％、「医療処置対応は行っていない」は ％とな

っている。

特定施設、グループホームそれぞれについてみると、特定施設では「入居時から対応が可能なものの

み行っている」が ％となっている。一方、グループホームでは、「入居時から対応が可能なものの

み行っている」、「医療処置対応は行っていない」がそれぞれ ％となっている。

問１１－１　入居者への医療処置対応

入居時からす
べて行ってい
る

入居時から対
応が可能なも
ののみ行って
いる

入居時はしな
いが必要にな
ったら全て対
応している

入居時はしな
いが必要にな
ったら可能な
もののみ対応

医療処置対応
は行っていな
い

無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施設

グループホーム

ｻﾝﾌﾟﾙ数

－ 102 － － 103 －



 

問 介護保険以外で充足が必要だと思うサービス（複数回答）

（上段：回答数、下段：構成比％）

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ
見守り・安

否確認

通院時等

の付き添い
話し相手

通院時等

の送迎

買い物代

行・同行
ごみ出し

配食サー

ビス

食材等の

宅配

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス協

会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除

く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

事業所形態別 ＴＯＴＡＬ 掃除・洗濯
訪問での

理美容
移動販売 その他

充足が必

要なサービ

スはない

無回答

ＴＯＴＡＬ

社会福祉協議会・

福祉サービス協会

社会福祉法人（社

協・福祉サービス協

会を除く）

医療法人

社団法人・財団法

人（医療法人を除

く）

生協・農協等

株式会社・有限会

社等（営利法人）

ＮＰＯ法人

個人

その他

無回答

 

３ 介護サービス事業所（居住系）調査

（１）入居者への医療処置対応の状況

居住系介護サービス事業所における、入居者への医療処置対応の状況については、「入居時から対応

が可能なもののみ行っている」が ％で最も多く、次いで「入居時は行っていないが、必要になった

場合は対応が可能なもののみ対応している」が ％、「医療処置対応は行っていない」は ％とな

っている。

特定施設、グループホームそれぞれについてみると、特定施設では「入居時から対応が可能なものの

み行っている」が ％となっている。一方、グループホームでは、「入居時から対応が可能なものの

み行っている」、「医療処置対応は行っていない」がそれぞれ ％となっている。

問１１－１　入居者への医療処置対応

入居時からす
べて行ってい
る

入居時から対
応が可能なも
ののみ行って
いる

入居時はしな
いが必要にな
ったら全て対
応している

入居時はしな
いが必要にな
ったら可能な
もののみ対応

医療処置対応
は行っていな
い

無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施設

グループホーム

ｻﾝﾌﾟﾙ数

－ 102 － － 103 －



 

（２）看取りの実施状況

事業所内での看取りの実施状況については、「希望者全ての看取りを行っている」が ％、「特定の

条件がそろった一部の入居者のみ看取りを行っている」が ％とほぼ同じ割合となっている。

特定施設、グループホームそれぞれについてみると、特定施設では「希望者全ての看取りを行ってい

る」が ％で、「特定の条件がそろった一部の入居者のみ看取りを行っている」の ％よりやや多

くなっている。グループホームでは、「希望者全ての看取りを行っている」 ％、「特定の条件がそろ

った一部の入居者のみ看取りを行っている」 ％でほぼ同じ割合となっている。

問２１　事業所内での看取り

希望者全ての
看取りを行っ
ている

特定条件がそ
ろった一部入
居者のみ看取
りを行ってい
る

看取りを行う
用意はあるが
、希望者がい
ない

看取りは行わ
ず、医療機関
に移ってもら
っている

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施設

グループホーム

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数

 

（３）非常時・災害時の対応

非常時・災害時の対応については、「事業所内で避難訓練を行っている」「災害対応マニュアルを作成

している」は特定施設、グループホームとも９割前後となっている。（「事業所内で避難訓練を行ってい

る」特定施設 ％、グループホーム ％、「災害対応マニュアルを作成している」特定施設 ％、

グループホーム ％）。

また、グループホームでは、「地域と連携した避難訓練を行っている」が ％となっている。

問２６　非常時・災害時の対応（複数回答）

特定施設  n=97 グループホーム  n=191
その他  n=28

災害対応マニュアルを作成して
いる

事業所内で避難訓練を行ってい
る

地域と連携した避難訓練を行っ
ている

無回答

－ 104 － － 105 －



 

（２）看取りの実施状況

事業所内での看取りの実施状況については、「希望者全ての看取りを行っている」が ％、「特定の

条件がそろった一部の入居者のみ看取りを行っている」が ％とほぼ同じ割合となっている。

特定施設、グループホームそれぞれについてみると、特定施設では「希望者全ての看取りを行ってい

る」が ％で、「特定の条件がそろった一部の入居者のみ看取りを行っている」の ％よりやや多

くなっている。グループホームでは、「希望者全ての看取りを行っている」 ％、「特定の条件がそろ

った一部の入居者のみ看取りを行っている」 ％でほぼ同じ割合となっている。

問２１　事業所内での看取り

希望者全ての
看取りを行っ
ている

特定条件がそ
ろった一部入
居者のみ看取
りを行ってい
る

看取りを行う
用意はあるが
、希望者がい
ない

看取りは行わ
ず、医療機関
に移ってもら
っている

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施設

グループホーム

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数

 

（３）非常時・災害時の対応

非常時・災害時の対応については、「事業所内で避難訓練を行っている」「災害対応マニュアルを作成

している」は特定施設、グループホームとも９割前後となっている。（「事業所内で避難訓練を行ってい

る」特定施設 ％、グループホーム ％、「災害対応マニュアルを作成している」特定施設 ％、

グループホーム ％）。

また、グループホームでは、「地域と連携した避難訓練を行っている」が ％となっている。

問２６　非常時・災害時の対応（複数回答）

特定施設  n=97 グループホーム  n=191
その他  n=28

災害対応マニュアルを作成して
いる

事業所内で避難訓練を行ってい
る

地域と連携した避難訓練を行っ
ている

無回答

－ 104 － － 105 －



 

事業所内での避難訓練の実施状況をみると、居住系介護サービス事業所全体で年間平均 回となっ

ている。このうち特定施設では年間平均 回、グループホームでは年間平均 回実施している。

（事業所内避難訓練回数）

地域と連携した避難訓練の実施状況をみると、居住系介護サービス事業所全体で年間平均 回とな

っている。このうち特定施設では年間平均 回、グループホームでは年間平均 回実施している。

（地域と連携した避難訓練回数）

＊問２６　避難訓 練の回数  事業所内での避難訓 練（回／年）

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回以上 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施 設

グループホーム

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

＊問２６　避難訓 練の回数  地域と連携した避難訓 練（回／年）

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回以上 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施 設

グループホーム

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

 

（４）地域組織との連携

地域組織との連携については、特定施設、グループホームとも「自治会、町内会」が最も多く、それ

ぞれ ％、 ％となっている。次いで「ボランティアグループ」が特定施設 ％、グループホー

ム ％となっている。「学校関係」については特定施設 ％、グループホーム ％となっている。

問２８　連携を取っている地域機 関（複数回 答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=316 特定施 設  n=97
グループホーム  n=191 その他  n=28

自治会 ・町内会

ボランティアグループ

家族会

学校関 係

商店街 、レストラン

その他

連携をとっていない

無回答

－ 106 － － 107 －



 

事業所内での避難訓練の実施状況をみると、居住系介護サービス事業所全体で年間平均 回となっ

ている。このうち特定施設では年間平均 回、グループホームでは年間平均 回実施している。

（事業所内避難訓練回数）

地域と連携した避難訓練の実施状況をみると、居住系介護サービス事業所全体で年間平均 回とな

っている。このうち特定施設では年間平均 回、グループホームでは年間平均 回実施している。

（地域と連携した避難訓練回数）

＊問２６　避難訓 練の回数  事業所内での避難訓 練（回／年）

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回以上 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施 設

グループホーム

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

＊問２６　避難訓 練の回数  地域と連携した避難訓 練（回／年）

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回以上 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

特定施 設

グループホーム

その他

ｻﾝﾌﾟﾙ数/平均

 

（４）地域組織との連携

地域組織との連携については、特定施設、グループホームとも「自治会、町内会」が最も多く、それ

ぞれ ％、 ％となっている。次いで「ボランティアグループ」が特定施設 ％、グループホー

ム ％となっている。「学校関係」については特定施設 ％、グループホーム ％となっている。

問２８　連携を取っている地域機 関（複数回 答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=316 特定施 設  n=97
グループホーム  n=191 その他  n=28

自治会 ・町内会

ボランティアグループ

家族会

学校関 係

商店街 、レストラン

その他

連携をとっていない

無回答

－ 106 － － 107 －



 

４ 特別養護老人ホーム調査

（１）医療処置が必要な人の入所が受け入れられない理由

特別養護老人ホームにおいて、医療処置が必要な人の入所が受け入れられない理由については、「看

護職員の体制が不十分だから」が ％で最も多く、次いで「医師の体制が不十分だから」が ％

となっている。

（２）医療対応が必要な方の受け入れに必要なこと

医療対応が必要な方を受け入れるために必要なこととして、「特別養護老人ホームで受け入れ可能な

医療行為の内容について明確にする」が ％でもっとも多く、次いで「介護職員でも一部の医療行為

を行えるようにする」が ％、「看護職員の配置基準を上げる（現行の入所者１００人に対して３人

を５人にする、等）」が ％の順となっている。

問１４　医療処置が必要な人の受け入れ不可の理由

医師の体制が
不十分だから

看護職員の体
制が不十分だ
から

報酬面で医薬
品・医療材料
費が捻出でき
ないから

その他 医療処置が必
要な人も全て
受け入れてい
る

無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

問１４－１　今後医療対応が必要な方を受け入れるための必要事項　　　
　　　　（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=116

受け入れ可能な医療行為の内
容について明確にする

介護職員でも一部の医療行為を
行えるようにする

看護職員の配置基準を上げる

報酬面で個別に医薬品・医療材
料費の加算を可能にする

受け入れ人数について基準を作
る

医師の配置基準の見直し

その他

無回答

 

（３）看取りの実施状況

施設内での看取りの実施状況については、「希望者全ての看取りを行っている」が ％で最も多く、

次いで「特定の条件がそろった一部の入所者のみ看取りを行っている」が ％、「施設内では看取り

は行わず、医療機関に移ってもらっている」が ％となっている。

（４）介護事業者との連携

介護事業者との連携については、「事業環境などの情報交換」が ％で最も多く、次いで「定員オ

ーバーや空きがある場合の紹介・連携」が ％、「勉強会、ケース検討会の共同開催」が ％の順

となっている。

問２３　施設内看取りの実施状況

希望者全ての
看取りを行っ
ている

条件がそろっ
た一部の入所
者のみ看取り
を行っている

看取りを行う
用意はあるが
、希望者がい
ない

施設内では看
取りは行わず
、医療機関に
移ってもらう

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

問３２　他の介護事業者との連携（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=130

事業環境などの情報交換

定員オーバーや空きがある場合
の紹介・連携

勉強会、ケース検討会の共同開
催

交換研修の実施

技術的に対応できない 場合の
紹介・連携

その他

特に連携していない

無回答

－ 108 － － 109 －



 

４ 特別養護老人ホーム調査

（１）医療処置が必要な人の入所が受け入れられない理由

特別養護老人ホームにおいて、医療処置が必要な人の入所が受け入れられない理由については、「看

護職員の体制が不十分だから」が ％で最も多く、次いで「医師の体制が不十分だから」が ％

となっている。

（２）医療対応が必要な方の受け入れに必要なこと

医療対応が必要な方を受け入れるために必要なこととして、「特別養護老人ホームで受け入れ可能な

医療行為の内容について明確にする」が ％でもっとも多く、次いで「介護職員でも一部の医療行為

を行えるようにする」が ％、「看護職員の配置基準を上げる（現行の入所者１００人に対して３人

を５人にする、等）」が ％の順となっている。

問１４　医療処置が必要な人の受け入れ不可の理由

医師の体制が
不十分だから

看護職員の体
制が不十分だ
から

報酬面で医薬
品・医療材料
費が捻出でき
ないから

その他 医療処置が必
要な人も全て
受け入れてい
る

無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

問１４－１　今後医療対応が必要な方を受け入れるための必要事項　　　
　　　　（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=116

受け入れ可能な医療行為の内
容について明確にする

介護職員でも一部の医療行為を
行えるようにする

看護職員の配置基準を上げる

報酬面で個別に医薬品・医療材
料費の加算を可能にする

受け入れ人数について基準を作
る

医師の配置基準の見直し

その他

無回答

 

（３）看取りの実施状況

施設内での看取りの実施状況については、「希望者全ての看取りを行っている」が ％で最も多く、

次いで「特定の条件がそろった一部の入所者のみ看取りを行っている」が ％、「施設内では看取り

は行わず、医療機関に移ってもらっている」が ％となっている。

（４）介護事業者との連携

介護事業者との連携については、「事業環境などの情報交換」が ％で最も多く、次いで「定員オ

ーバーや空きがある場合の紹介・連携」が ％、「勉強会、ケース検討会の共同開催」が ％の順

となっている。

問２３　施設内看取りの実施状況

希望者全ての
看取りを行っ
ている

条件がそろっ
た一部の入所
者のみ看取り
を行っている

看取りを行う
用意はあるが
、希望者がい
ない

施設内では看
取りは行わず
、医療機関に
移ってもらう

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

問３２　他の介護事業者との連携（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=130

事業環境などの情報交換

定員オーバーや空きがある場合
の紹介・連携

勉強会、ケース検討会の共同開
催

交換研修の実施

技術的に対応できない 場合の
紹介・連携

その他

特に連携していない

無回答

－ 108 － － 109 －



 

（５）医療機関との連携

医療機関との連携については、「提携医療機関があり、一般的な入院を受け入れてもらっている」が

％で最も多く、次いで「事業所の医師以外で往診をしてくれる医師・医療機関がある」が ％、

「急変時の受け入れを依頼できる病院を確保している」が ％の順となっている。

問３３　医療機関との連携（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=130

提携医療機関があり 、入院を受
け入れてもらっている

事業所以外で往診をしてくれる
医師・医療機関がある

急変時の受け入れを依頼できる
病院を確保している

事業所以外の医師・医療機関
から助言を受けている

その他

無回答

 

５ 介護老人保健施設調査

（ ）在宅復帰・在宅支援促進の取り組み

介護老人保健施設における、在宅復帰・在宅支援促進の取り組みについては、「３か月ごとに行う継

続判定会議において在宅復帰の可能性について検討している」が ％で最も多く、次いで「本人の医

療状態・ の状況をふまえた在宅復帰の可能性について説明している」が ％、「在宅復帰をふま

えた外出・外泊をすすめている」が ％の順となっている。

（２）看取りの実施状況

施設内での看取りの実施状況については、「特定の条件がそろった一部の入所者のみ看取りを行って

いる」が ％で最も多く、次いで「施設内では看取りは行わず、医療機関に移ってもらっている」が

％、「希望者全ての看取りを行っている」が ％となっている。

問１８－５　在宅復帰・在宅支援を促進するために行っている取り組み    
                      （複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=65

継続判定会議において在宅復
帰の可能性について検討

本人の医療状態等ふまえ在宅
復帰の可能性について説明

在宅復帰をふまえた外出・外泊
をすすめている

居宅を訪問し、居住環境につい
て把握している

在宅復帰を検討する専門の委
員会を設置している

本人の在宅復帰の意向を聞き
だすアンケートを実施

家族の在宅復帰の意向を聞き
だすアンケートを実施

その他

特に行っていない

無回答

問２４　施設内での看取り

希望者全ての
看取りを行っ
ている

特定条件のそ
ろった一部入
所者のみ看取
りを行ってい
る

看取りを行う
用意はあるが
、希望者がい
ない

看取りは行わ
ず、医療機関
に移ってもら
っている

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

－ 110 － － 111 －



 

（５）医療機関との連携

医療機関との連携については、「提携医療機関があり、一般的な入院を受け入れてもらっている」が

％で最も多く、次いで「事業所の医師以外で往診をしてくれる医師・医療機関がある」が ％、

「急変時の受け入れを依頼できる病院を確保している」が ％の順となっている。

問３３　医療機関との連携（複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=130

提携医療機関があり 、入院を受
け入れてもらっている

事業所以外で往診をしてくれる
医師・医療機関がある

急変時の受け入れを依頼できる
病院を確保している

事業所以外の医師・医療機関
から助言を受けている

その他

無回答

 

５ 介護老人保健施設調査

（ ）在宅復帰・在宅支援促進の取り組み

介護老人保健施設における、在宅復帰・在宅支援促進の取り組みについては、「３か月ごとに行う継

続判定会議において在宅復帰の可能性について検討している」が ％で最も多く、次いで「本人の医

療状態・ の状況をふまえた在宅復帰の可能性について説明している」が ％、「在宅復帰をふま

えた外出・外泊をすすめている」が ％の順となっている。

（２）看取りの実施状況

施設内での看取りの実施状況については、「特定の条件がそろった一部の入所者のみ看取りを行って

いる」が ％で最も多く、次いで「施設内では看取りは行わず、医療機関に移ってもらっている」が

％、「希望者全ての看取りを行っている」が ％となっている。

問１８－５　在宅復帰・在宅支援を促進するために行っている取り組み    
                      （複数回答）

ＴＯＴＡ Ｌ  n=65

継続判定会議において在宅復
帰の可能性について検討

本人の医療状態等ふまえ在宅
復帰の可能性について説明

在宅復帰をふまえた外出・外泊
をすすめている

居宅を訪問し、居住環境につい
て把握している

在宅復帰を検討する専門の委
員会を設置している

本人の在宅復帰の意向を聞き
だすアンケートを実施

家族の在宅復帰の意向を聞き
だすアンケートを実施

その他

特に行っていない

無回答

問２４　施設内での看取り

希望者全ての
看取りを行っ
ている

特定条件のそ
ろった一部入
所者のみ看取
りを行ってい
る

看取りを行う
用意はあるが
、希望者がい
ない

看取りは行わ
ず、医療機関
に移ってもら
っている

その他 無回答

ＴＯＴＡ Ｌ

ｻﾝﾌﾟﾙ数

－ 110 － － 111 －



 

 

 

 

Ⅳ 集計結果 


